
当事業年度の附属明細書は、「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針（平成22年３月24日最終改訂 文部科学省 日本公認会計士協会）の様式に基づき作成してお
ります。

附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第83 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 18¶725¶944¶820 1¶458¶726¶277 528¶035¶189 19¶656¶635¶908 6¶301¶159¶000 892¶136¶128 ` ` ` 13¶355¶476¶908

構 築 物 872¶625¶577 21¶317¶805 1 893¶943¶381 636¶871¶968 42¶071¶279 ` ` ` 257¶071¶413

工具器具備品 576¶047¶689 140¶040¶822 8¶549¶847 707¶538¶664 383¶604¶762 49¶686¶412 ` ` ` 323¶933¶902

船 舶 2¶430¶000 ` ` 2¶430¶000 2¶429¶991 ` ` ` ` 9

計 20¶177¶048¶086 1¶620¶084¶904 536¶585¶037 21¶260¶547¶953 7¶324¶065¶721 983¶893¶819 ` ` ` 13¶936¶482¶232

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産以外）

建 物 7¶121¶980¶243 268¶975¶593 48¶026¶485 7¶342¶929¶351 2¶543¶386¶590 367¶470¶229 ` ` ` 4¶799¶542¶761

構 築 物 81¶080¶089 4¶996¶565 ` 86¶076¶654 17¶396¶732 6¶652¶200 ` ` ` 68¶679¶922

工具器具備品 11¶297¶710¶441 3¶438¶671¶865 237¶910¶992 14¶498¶471¶314 8¶239¶141¶446 2¶116¶823¶709 ` ` ` 6¶259¶329¶868

図 書 2¶373¶734¶073 45¶387¶945 14¶541¶964 2¶404¶580¶054 ` ` ` ` ` 2¶404¶580¶054

船 舶 1¶932¶325 ` ` 1¶932¶325 1¶441¶589 426¶372 ` ` ` 490¶736

車 両 運 搬 具 34¶301¶743 2¶383¶500 ` 36¶685¶243 28¶149¶165 3¶183¶169 ` ` ` 8¶536¶078

医療用放射性同
位元素

3¶075¶695 ` ` 3¶075¶695 1¶029¶960 171¶660 ` ` ` 2¶045¶735

計 20¶913¶814¶609 3¶760¶415¶468 300¶479¶441 24¶373¶750¶636 10¶830¶545¶482 2¶494¶727¶339 ` ` ` 13¶543¶205¶154

非 償 却 資 産 土 地 42¶278¶021¶824 ` ` 42¶278¶021¶824 ` ` ` ` ` 42¶278¶021¶824

美術品・収蔵品 48¶789¶800 ` ` 48¶789¶800 ` ` ` ` ` 48¶789¶800

建 設 仮 勘 定 24¶412¶500 2¶319¶631¶330 2¶343¶518¶830 525¶000 ` ` ` ` ` 525¶000

計 42¶351¶224¶124 2¶319¶631¶330 2¶343¶518¶830 42¶327¶336¶624 ` ` ` ` ` 42¶327¶336¶624
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_ 当期総利益のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの
{ 国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合い
の資産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの
附属病院に関する借入金の元金償還額 684¶871¶137円
当該借入金により取得した資産の減価償却費 562¶203¶285円
当期総利益に与える影響額（差引き） 122¶667¶852円

| 国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返
物品受贈額戻入が二重になっていることによるもの
法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価償却費が診
療経費に分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額 26¶701¶773円

３．キャッシュ・フロー計算書関係

\ 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

資金の期末残高 5¶781¶449¶502円

定期預金等 3¶001¶000¶000円

貸借対照表上の科目 現金及び預金 8¶782¶449¶502円

] 重要な非資金取引

無償譲渡による資産の取得 169¶243¶591円
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